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表紙

( 電 子 提 供 措 置 事 項 の う ち 法 令 及 び 定 款 に 基 づ く

書 面 交 付 請 求 に よ る 交 付 書 面 に 記 載 し な い 事 項 )

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第17条第２項の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会に

おきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を

除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第95期　定時株主総会資料

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

第95期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
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連結注記表

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額

法を採用しております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。

主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10～50年

機械装置及び運搬具　　 3 ～15年

工具、器具及び備品　　 3 ～15年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、㈱公益社、エクセル・サポート・サービス㈱、㈱葬仙、㈱タルイ、ライフフォワード㈱、

㈱東京セレモニーの６社であります。

　当連結会計年度において、㈱東京セレモニーの全株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めており

ます。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数　１社

　主要な会社名

　　㈱グランセレモ東京

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

以外のもの　　　　　　　　　移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　棚卸資産 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定しております。）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。

④　従業員株式給付引当金 従業員への当社株式の給付に備えて、当連結会計年度に負担すべき給付見

込額を計上しております。

－ 1 －
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連結注記表

(4) 土地信託の会計処理の方法

　信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘定として処理

し、損益計算書項目は当該営業収益または営業費用勘定に含めて処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は以下の通りです。

①　葬儀収入

　葬儀収入については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足にかかる進捗度

に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は各報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される見

積原価総額に占める割合に基づいて行っております。なお、葬儀収入のうち、代理人に該当すると判断したサ

ービスの提供においては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控

除した純額を収益として認識しております。

②　葬儀に付随する商品販売

　葬儀に付随する商品販売については、顧客に商品を引き渡した時点で履行義務が充足されると判断し、収益

を認識しております。

③　会員制度

　会員制度による入会金については、財又はサービスが提供された時点で履行義務が充足されると判断し、収

益を認識しております。

(6) グループ通算制度の適用

　当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計

処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応

報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。)に従っております。また、実務対応報告

第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなして

おります。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の及ぶ期間にわたって定額法により償却を行っております。

（会計上の見積りに関する注記）

（資産グループに係る資産の減損）

１．連結計算書類に計上した金額

　有形固定資産　　　　22,524百万円

　無形固定資産　　　　 　799百万円

　減損損失　　　　　　 　152百万円

２．見積内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、事業を営むために会館や店舗などの資産を保有しております。

　当社グループは管理会計上の区分を基準にグルーピングしており、各会館等の営業損益が継続してマイナ

ス、あるいは継続してマイナスとなる見込みの場合、各会館等固定資産の時価が著しく下落した場合、あるい

は各会館等の閉鎖の意思決定をした場合等に減損の兆候があるものとしております。

　減損損失の測定にあたっては、減損の兆候が把握された各会館等の将来キャッシュ・フローを見積り、割引

前将来キャッシュ・フロー合計が当該会館等固定資産の帳簿価額を下回るものについて、その「回収可能価

額」を「正味売却価額」または「使用価値」との比較により決定し、「回収可能価額」が固定資産の帳簿価額

を下回るものについて減損損失を認識しております。

　割引前将来キャッシュ・フローの総額は、取締役会で承認された事業計画を基礎とし、主要な資産の残存経

済的使用年数を見積期間として見積っております。割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける重要な仮

定は各会館等の将来の営業収益予測（主に葬儀施行単価および葬儀施行件数）です。

　これらの見積りにおいて用いた仮定に大幅な乖離が見込まれる事象が生じた場合は、翌連結会計年度におい

て追加の減損損失を認識する可能性があります。

－ 2 －
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 12,417百万円

用 途 場 所 種 類
減 損 損 失
（百万円）

葬 儀 会 館 東 京 都 国 分 寺 市
建物及び構築物、工具器具備
品、有形リース資産

152

（表示方法の変更に関する注記）

　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました営業外収益の「貸倒引当金戻入益」（当連結会計年度は、－

百万円）、「助成金収入」（当連結会計年度は、０百万円）および「社宅金収入」（当連結会計年度は、５百万円）

は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しております。

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、当社および子会社の従業員に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属意識を醸成し経

営参画意識を持たせ、中長期的な業績向上や株価上昇に対する意識を高めることにより、企業価値向上を図ること

を目的としたインセンティブ・プランを導入しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資とした信託（以下、「本信託」といいます。）を設定し、本信託が今

後交付を見込まれる相当数の当社普通株式（以下、「当社株式」といいます。）の一括取得を行い、従業員の

うち一定の要件を充足する者に対して付与されるポイントに基づき、本信託を通じて当社株式を交付する従業

員向けインセンティブ・プランであります。当該ポイントは、当社および子会社の取締役会が定める株式交付

規程に従って、その職位等に応じて付与されるものであり、各従業員に交付される当社株式の数は、付与され

たポイント数によって定まります。なお、本信託による当社株式の取得資金は、全額当社が拠出するため、従

業員の負担はありません。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、前連結会計年度においては、146百万

円、266千株であり、当連結会計年度においては、144百万円、262千株であります。

（注）当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、上記の自己株式

数は、株式分割後の株式数を記載しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分を基準としてグルーピングを行っております。

　東京都国分寺市の資産グループについては、営業活動から生ずる損益が継続的にマイナスであるため、資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　内訳は、建物及び構築物147百万円、工具器具備品１百万円、有形リース資産４百万円であります。

　なお、当資産グループについては回収可能性が低いと判断し、帳簿価額を備忘価額まで減額しております。

－ 3 －
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連結注記表

（単位：株）

株　式　の　種　類
当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

普　通　株　式 23,400,000

合 計 23,400,000

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 244 23 2023年３月31日 2023年６月28日

2023年11月９日
取締役会

普通株式 241 23 2023年９月30日 2023年12月４日

（決議）
株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月25日
定時株主総会

普通
株式

248 利益剰余金 12 2024年３月31日 2024年６月26日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類および総数に関する事項

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）１．2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。なお、2023年９月30

日を基準とする「１株当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

　　　２．2023年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社

株式に対する配当金３百万円が含まれております。

　　　３．2023年11月９日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式

に対する配当金３百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　次のとおり、決議を予定しております。

（注）１．2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

　　　２．2024年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社

株式に対する配当金３百万円が含まれております。

－ 4 －
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（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

長期貸付金 152 154 １

（単位：百万円）

区分
当連結会計年度
(2024年3月31日)

非上場株式 120

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期貸付金 18 75 39 18

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 154 － 154

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入や社債発行を行います。また、資金の効

率的運用を図るため、短期的な運転資金はグループ金融制度を運用しております。さらに、緊急多額の資金需

要に備え、取引銀行３行と総額10億円のコミットメントライン契約を締結しております。

　デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行なわない方針であり

ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価格が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　「現金及び預金」「営業未収入金及び契約資産」「営業未払金」「未払法人税等」については、短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。また、市場価格のない株式等について

も記載を省略しております。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用して算定した時

価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期貸付金

　長期貸付金の時価は、将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標を基に割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,039 △19 3,019 5,559

報告セグメント

公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

持株会社
グループ

計

売上高

葬儀施行収入 14,754 1,358 1,837 － 17,951

その他 3,713 201 155 － 4,070

顧客との契約から

生じる収益
18,467 1,560 1,993 － 22,021

その他の収益 － － － 416 416

外部顧客への売上高 18,467 1,560 1,993 416 22,437

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 903 1,338

契約資産 15 24

契約負債 30 29

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）および賃貸用土地等を有してお

ります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は不動産信託受益権の減少（19百万円）であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による鑑定評価に基づく金額であります。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　主要な財またはサービス別に分解した情報は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

　契約資産は、サービス役務の提供に係る収益について、履行義務に係る進捗度を見積ることにより一定期間にわたり

収益を計上しており、未請求のサービス役務の提供に係る収益に関するものであります。サービス役務の提供が完了し

た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

　契約負債は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識しており、会員制度による入会金の前受金に関するものです。契約負債は収益の認識に伴い取

り崩されます。
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当連結会計年度末

1年以内 16

1年超 13

合計 29

１．１株当たり純資産額 1,610円89銭

２．１株当たり当期純利益 114円38銭

取得の対価 現金 420百万円

取得原価 420百万円

(2)残存履行義務に配分した取引額

当連結会計年度末において未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額及び将来充足する予想

期間別の内訳は以下のとおりです。

（単位：百万円）

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１.当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益」を算定しておりま

す。

２.従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数

から控除する自己株式数に含めております。

３.従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております（前連結会計年度266千株、当連結会計年度262千株）。

（企業結合等に関する注記）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　　　株式会社東京セレモニー

事業の内容　　　　　　葬祭事業

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループでは、東京セレモニーが有する高品質のサービス提供体制と当社の出店戦略・ノウハウをかけ合

わせることで、首都圏内における事業基盤の成長・強化促進ができるものと考えております。

（3）企業結合日　　　　　　　　2024年１月４日(みなし取得日2024年３月31日)

（4）企業結合の法的形式　　　　現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称　　　結合後企業の名称に変更はありません。

ただし、2024年４月１日を効力発生日とし、株式会社公益社を存続会社、株式会社東京セレモニーを消滅会社

とする連結子会社間の吸収合併を行っております。

（6）取得した議決権比率　　取得後の議決権比率　100.0％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるもの

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等　　　４百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額　　　233百万円

（2）発生原因　　　　　　　　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものです。

（3）償却方法及び償却期間　　　10年間の定額法により償却
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流動資産 248百万円

固定資産 58百万円

資産合計 307百万円

流動負債 89百万円

固定負債 30百万円

負債合計 120百万円

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の加重平均

償却期間

該当事項はありません。

８．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及び算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な後発事象に関する注記）

自己株式の消却

当社は、2024年５月10日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決

議いたしました。

(1) 消却する株式の種類

当社普通株式

(2) 消却する株式の総数

400,000株（消却前の発行済株式総数に対する割合　1.71％）

(3) 消却予定日

2024年５月31日

(4) 消却後の発行済株式総数

23,000,000株
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(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額

法を採用しております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。

主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物　　　　　　　　18～50年

構築物　　　　　　　10～20年

機械及び装置　　　　 7 ～15年

工具、器具及び備品　 3 ～15年

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．重要な資産の評価基準および評価方法

　(1)　有価証券

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

以外のもの　　　　　　　　　　移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　(2)　棚卸資産

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用 定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

(4) 従業員株式給付引当金 従業員への当社株式の給付に備えて、当事業年度に負担すべき給付見込額

を計上しております。

４．土地信託の会計処理の方法

　信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘定として処理

し、損益計算書項目は当該営業収益または営業費用勘定に含めて処理しております。
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５．収益および費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は以下の通りです。

①　不動産賃貸

　契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判

断しており、契約期間にわたり収益を認識しております。

②　経営指導・事務等受託

　経営指導・事務等受託については、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の

進捗度に応じて収益を認識しております。

③　子会社配当金

　配当金の効力発生日に収益を認識しております。

6．グループ通算制度の適用

　当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計

処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応

報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。)に従っております。また、実務対応報告

第42号第32項(１)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなして

おります。

（会計上の見積りに関する注記）

（資産グループに係る資産の減損）

(1) 計算書類に計上した金額

　有形固定資産　　 21,455百万円

　無形固定資産　　　　561百万円

　減損損失　　　　　　147百万円

(2) 見積内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社は、事業を営むために会館や店舗などの資産を保有しております。

　当社は、管理会計上の区分を基準にグルーピングしており、各会館等の営業損益が継続してマイナス、あるい

は継続してマイナスとなる見込みの場合、各会館等固定資産の時価が著しく下落した場合、あるいは各会館等の

閉鎖の意思決定をした場合等に減損の兆候があるものとしております。

　減損損失の測定にあたっては、減損の兆候が把握された各会館等の将来キャッシュ・フローを見積り、割引前

将来キャッシュ・フロー合計が当該会館等固定資産の帳簿価額を下回るものについて、その「回収可能価額」を

「正味売却価額」または「使用価値」との比較により決定し、「回収可能価額」が固定資産の帳簿価額を下回る

ものについて減損損失を認識しております。

　割引前将来キャッシュ・フローの総額は、取締役会で承認された事業計画を基礎とし、主要な資産の残存経済

的使用年数を見積期間として見積っております。割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける重要な仮定は

各会館等の将来の営業収益予測（主に葬儀施行単価および葬儀施行件数）です。

　これらの見積りにおいて用いた仮定に大幅な乖離が見込まれる事象が生じた場合は、翌事業年度において追加

の減損損失を認識する可能性があります

（表示方法の変更に関する注記）

（貸借対照表）

　前事業年度において区分掲記していた「流動負債」の「預り金」（当事業年度は、10百万円）「前受金」（当事

業年度は、22百万円）は重要性が乏しいため、当事業年度より「流動負債」の「その他」に含めて表示しておりま

す。

（損益計算書）

　前事業年度において区分掲記していた営業外費用の「控除対象外消費税等」（当事業年度は、４百万円）は重

要性が乏しいため、当連結会計年度より営業外費用の「雑損失」に含めて表示しております。

　また、前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「未払配当金除斥益」は、金額

的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「未払配当金除斥益」は１百万円であります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 9,840百万円

金銭債権 949百万円

金銭債務 1,685百万円

営業収益 6,267百万円

営業費用 15百万円

営業取引以外の取引高 896百万円

（単位：株）

株式の種類 当 事 業 年 度 末 株 式 数

普 通 株 式 2,990,388

合 計 2,990,388

繰延税金資産

子会社株式 303百万円

減損損失 268百万円

資産除去債務 152百万円

貸倒引当金 142百万円

減価償却超過額 56百万円

株式報酬費用 32百万円

未払事業税等 15百万円

賞与引当金 13百万円

未払金 ６百万円

未払費用 ２百万円

その他 16百万円

繰延税金資産小計 1,010百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △609百万円

評価性引当額小計 △609百万円

繰延税金資産合計 400百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △91百万円

資産除去費用 △92百万円

その他 △５百万円

繰延税金負債合計 △189百万円

繰延税金資産（負債）の純額 211百万円

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

「連結計算書類　連結注記表　追加情報」に記載のとおりであります。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権債務

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類および株式数に関する事項

(注)期末自己株式数には、従業員持株ESOP信託口が所有する当社株式262,800株が含まれております。

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

（単位：百万円）

属 性
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱公益社
所有
直接

100％

土地・建物の賃貸

役員の兼任
経営指導・事務管理
等の受託

グループ金融制度に
よる資金の調達およ
び運用

賃貸料の受取
（注）１

2,602 ― ―

経営指導料・
事務受託料等
の受取
（注）２

672 ― ―

資金の借入
（注）３

850
（注）４

短期借入金 850

子会社 ㈱タルイ
所有
直接

100％

グループ金融制度に
よる資金の調達およ
び運用

役員の兼任

資金の借入
（注）３

750
（注）４

短期借入金 750

子会社
エクセル・
サポート・
サービス㈱

所有
直接

100％

グループ金融制度に
よる資金の調達およ
び運用

役員の兼任

資金の貸付
（注）３

貸倒引当金繰
入額

550
（注）４

18

長期貸付金

貸倒引当金

550

416

子会社
ライフ

フォワード
㈱

所有
直接

100％

グループ金融制度に
よる資金の調達およ
び運用

役員の兼任

資金の貸付
（注）３

貸倒引当金繰
入額

債権放棄

772
（注）４

206

871
（注）５

長期貸付金

貸倒引当金

―

278

51

―

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、会館用建物の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約に

より使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１. 土地・建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、１年ごとに交渉のうえ、賃貸料金額を決

定しております。

２. 経営指導料・事務受託料等については、役員兼務および事務受託業務等の内容に基づいて１年ごとに

双方協議のうえ、合理的に決定しております。

３. 資金の借入および貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済期限は原

則３ヶ月後としております。ただし、期間中であっても、双方協議のうえ、追加の借入、若しくは返

済、または貸付を行えることとしております。なお、担保は提供しておりません。

４. 取引金額は、期中平均残高を表示しております。

５. ライフフォワード㈱に対する貸付金について、債権放棄しております。これに伴い、前事業年度まで

に計上していた貸倒引当金を取り崩しております。

（収益認識に関する注記）

　顧客から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 12 －
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 1,531円76銭

２．１株当たり当期純利益 116円08銭

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１.当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益」を算定しておりま

す。

２.従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数か

ら控除する自己株式数に含めております。

３.従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております（前事業年度266千株、当事業年度262千株）。

（企業統合等に関する注記）

取得による企業結合

取得による企業結合に関する注記については、連結財務諸表「注記事項（企業結合）」に同一の内容を記載してお

りますので、注記を省略しております。

（重要な後発事象に関する注記）

自己株式の消却

自己株式の消却に関する注記については、連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載して

おりますので、注記を省略しております。

－ 13 －


